
令和６年６月定例月議会議案一覧 

 

議案番号 件   名 

報告 ４ 令和５年度豊明市土地開発公社決算並びに令和６年度豊明市土
地開発公社事業計画及び予算の報告について 

報告 ５ 令和５年度豊明市一般会計予算の繰越明許費に係る繰越報告に
ついて 

報告 ６ 令和５年度豊明市下水道事業会計予算繰越計算書の報告につい
て 

報告 ７ 豊明市国民保護計画の変更の報告について 

議案４２ 教育委員会の委員の任命について 

議案４３ 人権擁護委員候補者の推薦について 

議案４４ 市道の路線廃止について 

議案４５ 豊明市税条例の一部改正について 

議案４６ 豊明市都市計画税条例の一部改正について 

議案４７ 豊明市手数料徴収条例の一部改正について 

議案４８ 愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更について 

議案４９ 令和６年度豊明市一般会計補正予算（第２号）について 

 



報告第４号 

 

   令和５年度豊明市土地開発公社決算並びに令和６年度豊明市土地開発公

社事業計画及び予算の報告について 

 地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、土地開発公社に係る経営状

況に関する事項について、別紙のとおり報告する。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

                 豊明市長  小 浮 正 典      
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令和５年度

令和６年５月１７日　認定
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豊明市土地開発公社

令和６年度

事業計画及び収支予算書(案）
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事業計画及び収支予算書

令和６年３月１９日　議決



㎡

事  業  名 取  得  面  積

令和６年度豊明市土地開発公社事業計画

処  分  面  積

㎡
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予備費

  第１項 5

支出合計

販売費及び一般管理費

  販売費及び一般管理費

第３款

85

85

5

  第１項

第２款

90

第２款

（単位  千円）

事業原価

  公有地取得事業原価

第１款

  第１項

  予備費

89  第１項

  公有地取得事業収益

  受取利息

0

90

収    入

第２条  収益的収入及び支出の予定額を次のとおり定める。

  第２項

（単位  千円）

事業外収益

事業収益

  雑収益 1

0

0

  第１項

収入合計 90

支    出

第１款

      ろによる。

令和６年度豊明市土地開発公社予算

（総則）

第１条  令和６年度豊明市土地開発公社の収支予算は、以下に定めるとこ

0

（収益的収入及び支出の予定）
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利       率

償 還 方 法

2,000,000千円以内

市中金融機関    手形借入

年利4.0％以内

土地売却代金を収納した都度償還するものとする。

限  度  額

  第２項   償還金

（借入金）

借 入 方 法

支出合計 105

0

第４条  資金の借入方法及び借入限度額並びに償還方法を次のとおり定める。

  第１項   公有地取得事業費

支    出 （単位  千円）

第１款

105

収    入

第１款 資本的収入

目       的 事業資金にあてるため

収入合計 105

分損益勘定留保資金で補填するものとする。）

資本的支出 105

  第１項   借入金 105

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足した場合、当年度

105

（単位  千円）

（資本的収入及び支出の予定）

第３条  資本的収入及び支出の予定額を次のとおり定める。
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収    入

款 項 目 節 金  額

１事業収益 0
１公有地取得事業収益 0

１公有用地売却収益 0

２事業外収益 90

１受取利息 89

１受取利息 89

２雑収益 1

１雑収益 1

90

支    出

款 項 目 節 金  額

１事業原価 0
１公有地取得事業原価 0

１公有用地売却原価 0
２販売費及び一般管理費 85

１販売費及び一般管理費 85

１人件費 0

１報酬 0

２経費 85

１旅費 1

２交際費 1

３需用費 10

４役務費 1

５負担金 1

６公租公課 71

３予備費 5

１予備費 5

１予備費 5

90

Ⅰ  令和６年度豊明市土地開発公社予算執行計画

収益的収入及び支出

（単位  千円）

収  入  合  計

（単位  千円）

支  出  合  計
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収    入

款 項 目 節 金  額

１資本的収入 105

１借入金 105

１借入金 105

105

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足した場合、当年度

支    出

款 項 目 節 金  額

１資本的支出 105
１公有地取得事業費 105

１用地費 0

２補償費 0

３委託料 0

４工事費 0

５支払利息 105

６需用費 0

１消耗品費 0

２償還金 0

１借入償還金 0

105

（単位  千円）

支  出  合  計

収  入  合  計

分損益勘定留保資金で補填するものとする。）

資本的収入及び支出

（単位  千円）
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区    分 前年度決算見込額 当年度予算額 増減（△）

受入資金 34,855 15,147 △ 19,708

(1)事業収益 0 0 0

(2)事業外収益 7 90 83

(3)長期借入金 19,832 105 △ 19,727

(4)前年度繰越金 15,016 14,952 △ 64

支払資金 19,903 190 △ 19,713

(1)販売費及び一般管理費 71 85 14

(2)公有地取得事業費 64 105 41

(3)償還金 19,768 0 △ 19,768

(4)前年度未払金 0 0 0

差    引 14,952 14,957 5

Ⅱ  資 金 計 画 書

（単位  千円）
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Ⅲ  予 定 損 益 計 算 書

（単位  千円）

１事業収益

（１）公有用地売却収益 0

      事業収益合計 0

２事業原価

（１）公有用地売却原価 0

      事業原価合計 0

      事業総利益 0

３販売費及び一般管理費

（１）販売費及び一般管理費 85

      販売費及び一般管理費合計 85

      事業損失 85

４事業外収益

（１）受取利息 89

（２）雑収益 1

      事業外収益合計 90

    当年度純利益 5

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）
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Ⅳ  予 定 事 業 原 価 計 算 書

（単位  千円）

１公有用地取得事業費

（１）用地費 0

（２）補償費 0

（３）委託料 0

（４）工事費 0

（５）支払利息 105

（６）需用費 0

    当年度取得事業原価 105

    前年度末未処分用地 19,796

    当年度用地売却原価 0

    当年度末未処分用地 19,901

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

-27-



Ⅴ  予 定 貸 借 対 照 表

（単位  千円）

資 産 の 部

１流動資産

（１）現金及び預金 14,957

（２）公有用地 19,901

      流動資産合計 34,858

２固定資産

（１）投資その他の資産 10,000

      固定資産合計 10,000

      資 産 合 計 44,858

負 債 の 部

１固定負債

（１）長期借入金 19,886

      負 債 合 計 19,886

資 本 の 部

１資本金

（１）基本財産 10,000

      資本金合計 10,000

２準備金

（１）前期繰越準備金 14,967

（２）当期純利益 5

      準備金合計 14,972

      資 本 合 計 24,972

   負 債 ・ 資 本 合 計 44,858

（令和７年３月３１日現在）
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参考資料

取  得
（単位  ㎡）

事 業 名 所  在 面  積 備  考

0.00

処  分
（単位  ㎡）

事 業 名 所  在 面  積 備  考

0.00

合    計

令和６年度豊明市土地開発公社事業計画

合    計

-29-







 

 

報告第６号 

 
令和５年度豊明市下水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

地方公営企業法第２６条第３項の規定により、令和５年度豊明市下水道事業

会計予算繰越計算書を別紙のとおり報告する。 

 
  令和６年６月４日提出 

 
                 豊明市長  小 浮 正 典      

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 



国庫補助金 企業債
当年度損益勘
定留保資金等

円 円 円 円 円 円 円 円

１
資本的支出

１
建設改良費

汚水管きょ改良工
事事業

184,077,300 0 184,077,300 15,000,000 169,000,000 77,300 0 0

関係機関との協議に不
測の日数を要したこと
及び指名競争入札不
落のため。

国庫補助金 企業債
当年度損益勘
定留保資金等

円 円 円 円 円 円 円 円

１
下水道事業費用

１
営業費用

マンホールポンプ
修繕工事事業

3,983,100 0 3,983,100 0 0 3,983,100 0 0
ポンプに予期せぬ破損
があり工期を延長したた
め。

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款

令和５年度　豊明市下水道事業会計予算繰越計算書　

不用額

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購入限度額

説明

地方公営企業法第２６条第２項ただし書の規定による事故繰越額

款 項 事業名 予算計上額
支払義務
発生額

翌年度
繰越額

左の財源内訳

左の財源内訳

不用額

翌年度繰越額に
係る繰越を要す
るたな卸資産の
購入限度額

説明項 事業名 予算計上額
支払義務
発生額

翌年度
繰越額











議案第４２号  

 
   教育委員会の委員の任命について  

下記の者は、令和６年７月３１日任期満了となるので、同人を再任す

るものとする。  

 
  令和６年６月４日提出  

 
                 豊明市長  小 浮 正 典  

 
記  

住  所   豊明市栄町 

氏  名   井 戸 貴 子  
生年月日    

 
   説 明  

この案を提出するのは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第

４条第２項の規定に基づき、議会の同意を得るため必要があるからであ

る。  



議案第４３号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 下記の者は、令和６年９月３０日任期満了となるので、同人を人権擁護委員

の候補者として推薦するものとする。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

                           豊明市長  小 浮 正 典      

 

                 記                  

住  所   豊明市栄町 

氏  名   木 村 吉 男 

生年月日    

 

   説 明 

 この案を提出するのは、人権擁護委員法第６条第３項の規定に基づき、議会

の意見を求める必要があるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







議案第４５号 
 
   豊明市税条例の一部改正について 
 豊明市税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとする。 
 

 令和６年６月４日提出 
 
                 豊明市長  小 浮 正 典  
 
   説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

豊明市税条例の一部を改正する条例 

 

 豊明市税条例（昭和４７年豊明市条例第４４号）の一部を次のように改正す

る。 

第５４条中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 

附則第１０条の２中第１８項を第２０項とし、第１７項を第１９項とし、第

１６項を第１８項とし、第１５項を第１７項とし、同項の前に次の１項を加え

る。 

１６ 法附則第１５条第３８項に規定する市の条例で定める割合は、２分の１

とする。 

附則第１０条の２中第１４項を第１５項とし、第７項から第１３項までを１

項ずつ繰り下げ、第６項の次に次の１項を加える。 

７ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定する市

の条例で定める割合は、７分の６とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第１０条

の２の改正規定は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の豊明市税条例

の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定資産税

について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお従前の例

による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された地

方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による

改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第４項において「旧

法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エネルギー発

電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則第

１５条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所内保



 

育施設の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、なお従

前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）の

施行の日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５条第

３９項に規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課

する固定資産税については、なお従前の例による。 



議案第４６号 
 
   豊明市都市計画税条例の一部改正について 
 豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとす

る。 
 

 令和６年６月４日提出 
 
                 豊明市長  小 浮 正 典  
 
   説 明 

この案を提出するのは、地方税法等の一部改正に伴い必要があるからである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

豊明市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 

豊明市都市計画税条例（昭和４７年豊明市条例第４５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 附則中第１８項を第１９項とし、第３項から第１７項までを１項ずつ繰り下

げ、第２項の次に次の１項を加える。 

（法附則第１５条第３８項の条例で定める割合） 

３ 法附則第１５条第３８項に規定する市の条例で定める割合は、２分の１と

する。 

   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

第２条 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）

の施行の日から令和６年３月３１日までの間に整備された地方税法等の一部

を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正前の地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）附則第１５条第３９項に規定する滞在快適

性等向上施設等の用に供する固定資産に対して課する都市計画税については、

なお従前の例による。 



議案第４７号 
 
   豊明市手数料徴収条例の一部改正について 
 豊明市手数料徴収条例の一部を改正する条例を別添のように定めるものとす

る。 
 
  令和６年６月４日提出 
 

豊明市長  小 浮 正 典      
 
   説 明 
 この案を提出するのは、指定介護予防支援事業者の指定及び指定更新の申請

に係る手数料を徴収するために必要があるからである。 



豊明市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

  

 豊明市手数料徴収条例（平成１２年豊明市条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

別表第３に次のように加える。 

介護保険法第１１５条の２２第１項の

規定に基づく指定介護予防支援事業者

の指定の申請（同一の事業所において

指定居宅介護支援事業者の指定が同時

に行われた場合を除く。） 

指定申請 ３０，０００円 

介護保険法第１１５条の３１において

準用する同法第７０条の２第１項の規

定に基づく指定介護予防支援事業者の

指定の更新の申請（同一の事業所にお

いて指定居宅介護支援事業者の指定の

更新の申請が同時に行われた場合を除

く。） 

指定更新申請 １０，０００円 

附 則 

この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

 

 



議案第４８号 

 

愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更について 

 愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約を別添のように定

めるものとする。 

 

  令和６年６月４日提出 

 

豊明市長  小 浮 正 典      

 

説 明 

 この案を提出するのは、高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正により、

現行の被保険者証が本年１２月２日以降発行されなくなるため必要があるから

である。 

 



愛知県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約 

 
 愛知県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年３月２０日愛知県知事許可）

の一部を次のように変更する。 

 別表第１中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に改める。 
   附 則 
 この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 
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